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Ⅰ はじめに
1997年に起きた神戸の中学生による殺人事

件をきっかけに、日本においても、ミーガン

法がマスコミに取り上げられた。さすがに、

ミーガン法のような法律を、日本でも早急に

制定すべきであるという声は、ほとんど聞か

れないが、しかし、オウムをめぐる騒動の中

では、似たような状況は生まれつつあるとも

言えよう。

日本の農村共同体は、江戸時代に形成され

た、極めて強固なシステムとしての共同性が

土台となって、村社会における犯罪監視シス

テム、あるいは、子どもの安全を守るシステ

ムが、村として機能していたと言われている。

村の成員が、すべて相互に知り合っている中

で、よそ者が入ってくれば直ぐにわかるし、

また、子どもの成長を村全体で見守る意識も

あったとされる。

こうした村のあり方を、教育学では、「地

域の教育力」と呼んできた。

しかし、戦後になって、農村においても、

人口移動が激しくなり、そのような「地域の

教育力」は極めて低下したし、まして、すべ

ての人々が新しい流入者である新興住宅地な

どでは、最初から存在しないと考えられる。

地域に住む人を、お互いに知らない状況の
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中で、子どもたちが育っていくのが、普通の

ことになってきたのである。

子どもにとって、地域社会が安全であるこ

とは、健康に育っていくための、最低限の条

件のひとつである。しかし、地域の中に、常

習的な犯罪者が生活していて、獲物を狙って

おり、かつそのことを、住民が知らないとし

たら、誰しも危険であると思うだろう。

幸い、日本は、ミーガン法を実施している

アメリカに比較すれば、まだまだ安全な社会

である。したがって、ミーガン法が切実な現

実的な課題として論議されるようにはなって

いない。しかし、将来、同じような事態が起

きたとき、ミーガン法的な対応が正しいのか、

あるいは、別の対応をとるべきであるのかを、

慎重に検討しておくべきであろう。本稿は、

そのためのひとつの試みである。

また、注目しておくべきなのは、新興住宅

地に育つ人々が、次第に増加してくるにつれ

て、先述したような「地域の教育力」的考え

方は、最初からもたないような人々が増えて

きているとも考えられることである。

神戸の事件以後、神戸の事件との関連で、

大学の講義で、毎年ミーガン法について触れ

てきた。そして、若干討論をしてきた。

最初の年は、比較的批判的な見解が多かっ

たのであるが、毎年賛成者が増え、今年は、

70％ほどが賛成意見となっている。

代表的な意見をあげてみよう。

「私は日本にもミーガン法のような法律を

制定するべきだと思う。

性犯罪の常習者には、人権を認めるべきで

はない、とまでは言わないが、『刑務所で罪

を償った』というのなら、どうして犯罪を繰

り返すのだろうか。刑務所で服役したからと

いって、罪が消えるわけではない。一度犯し

た犯罪は一生ついて回るものだ。刑務所での

服役は具体的な罪の償いのひとつであるだけ

で、罪を反省し、二度と同じことを起こさな

いために刑務所で服役するのではないだろう

か。同じ犯罪を繰り返すのなら、服役の意味

がない。

そう云った犯罪常習者がもし近くに居ると

したら、それはとても恐ろしいことである。

その地域に住む住民はそれを知る権利がある

と思う。

犯罪を犯したものは一生をかけてもその罪

を償うべきである。もしも犯罪を繰り返すの

であれば、そのプライバシーは奪われても仕

方がないだろう。ただ、本当に反省したこと

が誰にも認められたとき、再びプライバシー

をもつことが出来るように、何らかの措置を

とるようにするべきではないだろうか。」

次の意見は、もっと厳しいものである。

「個人としてミーガン法に賛成である。性

犯罪は、体に傷を負わせるだけでなく、心に

大きな傷を残すことになる、あってはならな

い犯罪の一つである。男性がむりやり力任せ

に女性を襲うと言う行為は、人間としてあっ

てはならない。だから、性犯罪常習者の顔写

真を含め、犯罪歴を書いた情報をインターネッ

ト上に報道するという事に、行き過ぎという

ことも感じないし、むしろ大賛成である。故

に、ミーガン法に対して強い批判があること

にとても疑問を抱く。ミーガン法により、出

所後も事実上の刑罰を継続することになるた

め、ほとんど生活は不可能という事は当然の

措置であり、また、性犯罪の常習者には人権

を認めるべきではないことも当然と考える。

被害者とその家族に計り知れない深い心の傷

を負わせる、計画性十分と考えられる性犯罪

を犯した場合、犯罪者はその罪を一生償うべ

きである。」

もちろん、反対論もある。

「授業中に、僕はミーガン法はあってもい

いと思いましたが、今はないほうがいいと思

います。それは、犯罪をした本人の社会復帰

を明らかに妨げるからです。本人の顔や名前

が明らかになれば、復帰の妨げになるのは明

らかです。本人がしっかり反省したとしても、

社会復帰できないのならば、それは酷だと思

います。

また、顔や名前が公表されることによって、

地域住民に差別意識が生まれる可能性も否定
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できないと思います。

近くに性的犯罪者がすんでいるとわかれば

確かに気をつけるなど対策できますが、以上

の理由からミーガン方には反対です。ただし、

常習者は公表しても致し方ないと思いますが。」

このように、学生の多数（といっても、文

教大学の一部の学生に過ぎないが）がミーガ

ン法に賛成するという状況は、いろいろな側

面を示しているのかも知れない。

単純に、日本も危険な社会に転換しつつあ

ると学生が認識していることの現われかも知

れない。また、若い世代の人々が、旧来の農

村的な共同意識を、まったくもっておらず、

もっと現代的な個人主義を、小さいころから

身につけてきたということなのかも知れない。

そこでは、所与の価値はなく、一つ一つ必

要な概念を採用していくような思考法をとっ

ていることになる。

アメリカのホームページには、たくさんの

子どもを守るための団体のページがあるが、

その基調は、子どもの情報をできるだけ明示

しないということにある。子どもが特定され

ることは、子どもを危険に晒すという考えで

ある。これは、従来の共同体たる地域の形成

概念とはまったくことなるものである。

ミーガン法を考察することは、地域をどの

ように、子どもが健康に育っていくように形

成するのか、という課題に取り組むことでも

ある。

Ⅱ ミーガン法の成立
ミーガン法とは、狭義にはニュージャージー

州で1994年に制定された法と、1996年５月に

成立した連邦法をさすが、それに関連する一

連の法を含めて呼ぶことが多く、本論文でも、

関連する州法等も含めて対象とする。そして、

その内容は、すべて、「性犯罪者に対して、

住んでいる地域の当局に登録する義務を課し、

再犯の危険があると判断される場合には、住

民や地域組織に対して、その居住している事

実及び個人情報を開示する」というものであ

る。

ミーガン法には前史がある。ミネソタ州の

セント・ジョーゼフで、1989年武器をもち、

覆面をした男が、11歳の少年、ヤコブ・ウェッ

タリング（Jacob Wetterling）を誘拐した

事件である。この事件がきっかけになって、

性犯罪者に対して、登録、その更新を義務付

け、州に対して、登録制度を作るように要請

する法が成立したのである。 the Violent

Crime Control and Law Enforcement Act

of 1994であり、通常、ヤコブ・ウェッタリ

ング法と呼ばれている。州に対する要請は、

それに答えないと、連邦から州への補助金

（Byrne formula grant）をカットするとい

うペナルティ付きの強いものであった。（1）

このことで、分かるように、80年代の最後

に起きた事件をきっかけに、州の段階では、

90年代に入って、それぞれ登録を義務づける

法がいくつか通過していた。それが、ヤコブ・

ウェッタリング法で連邦段階の法となり、そ

して、ミーガンの事件でより発展した法に変

化していったわけである。（2）

連邦議会は、1996年５月に、この法を修正し、

登録だけではなく、情報を地域に開示すること

をより明確に示した内容にして成立させ、クリ

ントンが署名をした。そして、10月には、性犯

罪者の連邦レベルでのデータベースを3年以内

の構築を決定する法も成立したのである。the

Pam Lychner Sexual Offender Tracking

and Identification Actである。（3）

通常96年の５月に成立した法をミーガン法

と呼び、これは、94年に起きた事件をきっか

けとしていた。

1994年７月29日、アメリカ、ニュージャー

ジー州のハミルトンという典型的な郊外の住

宅地に住む、７歳の少女、ミーガン・カンカ

が、行方不明となり、死体で発見された。犯

人として、近所に住むティメンデュカスが逮

捕された。自宅に誘い込んで、殺害したこと

で、有罪となった。判決は死刑であった。因

みに、ニュージャージー州は死刑廃止州では

ないが、長い間死刑判決はなかったが、犯人

ミーガン法の研究
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に対する住民の怒りが高まり、死刑判決につ

ながった。（4）

犯人のティメンデュカスは、ミーガンと顔

見知りであり、彼女が犬が好きであることを

知っていて、捜査官のO'Dwyer の証言によ

ると、「ミーガンは午後６時半に、友人の家

に行くといって家を出た。しかし、友人はい

なかったので戻って来た。ティメンデュカス

はそれを自宅から見ていた。そして、戻って

きたミーガンに話しかけ、家に誘い込んだ。」

（5）小犬を見ようと家に誘いこみ、彼の部屋

に入った。ミーガンに触り、お尻に触れ、キ

スしようとして、彼女は逃げようとした。パ

ンツを掴んで裂き、首をベルトで絞めて、床

に倒した。バッグで頭を覆い、血がカーペッ

トにつかないようにした。死体をおもちゃ箱

に入れて、それをトラックに運び、公園に持っ

ていった。性器に触れて、草むらに放り込ん

だ。コンビニに行ってたばこを買った。

彼の腕の歯形が、少女のものであることが

歯医者によって証言された。

しかし、最も重要な証言は、彼自身の「彼

女はマーサー市立公園にいる」という発言で

あった。

彼は殺した後、死体と性交渉しようとした。

殺したのは、キスしようとしたことを、母親

に言われるのが怖かったから、と公判で述べ

た。（6）

ティメンデュカスも、行方不明のときに、

捜索隊に加わっている。しかし、（ミーガン

の従姉妹のJanice Driscoll は、「ティメン

デュカスが、少しナーバスで、フライヤーを

もっていた。そして、探しているときに、小

犬をもっていた。」と証言した。

パトロール警官のPaul Seitz は、「ティメ

ンデュカスが、自転車にのっているミーガン

を見た、と言ったが、彼は私の目を見ていな

かった」と証言。

刑事の Robert O'Dwyer は、「警官に尋

問されている彼が、震えていて、神経質になっ

ていた。ミーガンの写真を見せたときに、目

が虚ろだった。」と証言した。ということで、

疑われ、結局、自白し、放置場所を指摘した

ことで、犯人と断定された。（7）

逮捕後分かったことは、ティメンデュカス

が、２度も逮捕歴のある子どもを対象とした

性犯罪者であり、しかも、同居している男性

も同様であったことである。

O'Dwyer の証言の続きが行われた。

ティメンデュカスとのやり取りは次のよう

なものだった。

警察 「なにをしたかったのか」

ティメンデュカス 「触って、キスしたか

った。傷つけたくはなかった。柔らかく、毛

がないのが好きだ。」（8）

こうした証言から、明らかに、ティメンデュ

カスが「幼児性愛者」であることが分かる。

ミーガンの母親は、幼児への性犯罪で有罪

に２度なっている人物が、近所に住んでいる

こと、そして、常に獲物を狙って、自分の娘

に注目していたことを知らなかったことが、

事件の原因であると考え、性犯罪者が住んで

いることを、住民に知らせる法律の制定運動

を始めた。

事件が注目されただけではなく、被害者の

母親の運動も効果を発揮して、ニュージャー

ジー州では、異例のスピードで法が成立した

のである。

死体発見から２週間後の94年８月15日には、

州政府は、州議会に登録・情報開示のための

法案を提案し、更に2週間後には、委員会審

議を省略して、「非常事態」であるという理

由で、可決した。（9）

上院では、８月29日には、法案は提案され

ていなかったが、安全委員会（the Law and

Public Safety Committee）が、公聴会を

行い、さまざまな団体の見解を聞いた。人権

団体からの批判などもあったために、ガイド

ラインを作成すること、危険度のランクを決

める要素等の作成、情報開示の範囲を制限す

ること、などの勧告を経て、10月３日に可決、

10月31日に州知事が署名をすることで成立し

た。事件からわずかに3カ月後であった。

（10）
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そして、1997年の段階で、47州が、性犯罪

者の登録および情報開示に関する法を制定し

ている。（11）（なお、この法が「非常事態」

的雰囲気の中で作られたがゆえに、効果につ

いては、当初から疑問視する者も少なくなかっ

た。）（12）

連邦法に関しては、ミーガン・カンカの両

親が、ロビー活動を行い、また、1996年が選

挙の年でもあったことが影響して成立した。

下院で可決されたのは、５月６日であったが、

そのときの評決は、418対０であった。そし

て、直ぐに上院でも可決され、クリントンに

よって署名されたのである。（13）

Ⅲ ミーガン法の内容
ミーガン法のきっかけになったニュージャー

ジー州の例を見ておこう。

有罪になって15年間は登録が義務付けられ

る。ただし、危険がないことを示すことで、

登録を免除するよう、裁判所に申請する権利

は留保されている。

登録内容を開示するのは、放送局、学校、

地域共同体、近所の人々に、危険と判断され

る性犯罪者が住んでいることを警告するため

にであり、法が安全を保障するわけではなく、

性犯罪者に危害を加えてもいいということで

はない。（1）

ニュージャージーのミーガン法は、危険度

によって、３つに分類している。ランク1

（low）は、当局だけに登録された情報を保

管しておき、住民への開示はしない。ランク

２（moderate）は、学校、デイケア・センター、

キャンプ、その他の登録された住民の組織に

情報を開示する。そして、ランク３（high）

は、個人を含めて、地域に開示することになっ

ている。

目的は地域共同体を守ることであり、性犯

罪者が、危険があると判断したときには知ら

せる。対象は、94年10月31日以後釈放された

性犯罪者（保護監察にある、執行猶予中であ

るというものも含む）は、警察に登録する義

務がある。この場合、性犯罪は、誘拐・監禁

も含むものとしている。（2）

さて、最初に問題になるのは、ランクの決

定方法である。それは検察当局がガイドライ

ンに沿って点数化して決めることになってい

る。考慮される要素は以下のようなものであ

る。

（1）釈放されたときの本人の状況、および、

カウンセリングや家の状況を考慮する。

（2）再犯に至るような肉体的条件、年齢、病

気等。

（3）犯罪歴

（a）反復的か否か

（b）最大期限服役したか

（c）子どもへの犯罪だったか

（4）他の犯罪を犯したことがあるか

（a）性犯罪者と被害者の関係

（b）暴力の有無や武器の使用

（c）犯罪の数、目的、性質

（5）精神状態

（6）処置への性犯罪者の反応

（7）最近の行動

（8）最近、犯罪をやりそうな状況か否か

こうした点を点数化するためのスケールの

項目が以下のようなものである。（更に細目

があるが省略する。）

・犯罪の深刻さ １ 暴力の程度

２ 接触の程度

３ 犠牲者の年齢

・犯罪歴 ４ 犠牲者の選択

５ 犯罪数、犠牲者数

６ 犯罪行為の期間

７ 前の犯罪からの期間

８ 社会的行為の歴史

・犯罪者の性格 ９ 処置への反応

10 中毒の有無

・地域のサポート 11 カウンセリング

12 居住サポート

13 職業・学業の安定性

これらに対して、それぞれ０から３点をつ

けていき、０点から36点までが、ランク１、

37点から73点がランク２、そして、74点以上

ミーガン法の研究
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がランク3ということになるのである。（3）

もっとも、例外として、性犯罪者自身が、

釈放されても再犯する可能性を仄めかしたら、

点数の如何に拘らずランク３とし、また、性

犯罪者の肉体的条件として、再犯が不可能で

あるような場合には、ランク1とすることに

なっている。

The State Department of Corrections

and Human Services が、検察に、釈放の

際、知らせる。そこで、危険性を認定、決定

することになる。もちろん、ヒヤリングをし、

性犯罪者からの反論も可能であり、ランク2

とランク3に決定して、情報開示する場合に

は、法廷での決定が必要とされている。（2）

開示の内容は、名前、等級、写真、住所、

職場、免許証の番号、車の番号、犯罪内容で

あり、開示の方法は、開示対象者に直接渡す

というものである。もちろん、リンチや不当

な拘束は犯罪であると断ってある。（2）

性犯罪者自身が異議申し立てをする場合は、

１、スコアについて、間違いがあるという証

拠を自分で示したとき、２、特殊な考慮事項

を省略しているという証拠を出したとき、３、

情報開示が過剰な措置であるという証拠を出

したときに、許されるとしている。（４）

異議申し立ての事例を紹介しよう。

ニュージャージー州では、1996年の５月26

日に、528人のランク１、585人のランク２、

59人のランク３の登録者がいた。そして、96

年５月16日段階で、644人の開示対象者（ラ

ンク２、３）のうち135名が開示完了と報告

されている。117人から、ランクや開示方法

の異議申し立てが成され、裁判所は、52名は

ランク修正、13名は、開示の方法の修正が決

定され、62名は、そのまま認めた。（5）刑罰

の付加は違憲だが、登録の要請によって登録

がなされることは合憲である、という判断で

ある。（6）

Ⅳ ミーガン法の法律的問題
ミーガン法は、当初からいくつかの法的問

題があることを指摘されていた。

アメリカ憲法の修正条項、とくに、事後法

による刑罰の禁止、二重の刑罰の禁止、残酷

な刑罰の禁止、そして、刑罰を科す場合の適

正手続の遵守等の規定に違反する、という批

判的見解が、人権団体および人権派の法律家

から寄せられていたのである。（1）

カリフォルニアの登録を義務付ける場合と

異なって、ミーガン法は、住民への情報開示

を規定している。情報開示自体がプライバシー

侵害の可能性があるし、また、情報開示され

ることによって、さまざまな不利益を受ける

ことは、当然予測される。

就職の機会や住居の賃貸契約を著しく妨げ

られる。これは生活を脅かされることでもあ

る。また、住民からさまざまな妨害を受ける

ことも避けられないだろう。本人だけではな

く、そうした被害が家族にも及ぶ場合があり

うる。

こうしたことが、刑罰であるか、あるいは、

刑罰ではないのか。これによって、以下の問

題が出てくるわけである。

ミーガン法は、法の施行以前に性犯罪を犯

した者も、情報開示の対象にしている。従っ

て、事後法の適用の疑いが生じる。

また、情報開示が事実上の刑罰であるとし

たら、刑期を終えた者に対する更なる刑罰と

なる。これは、二重刑の疑いが生じる。そし

て、開示の対象とするかどうかの判定は、ほ

とんど法当局が行うものであり、裁判所の決

定による場合もあるが、公開の裁判で行うわ

けではないし、また、陪審員が判断するわけ

でもない。あくまでも、行政的な判定基準で

行われるのがほとんどである。適正手続に反

する疑いである。

ニュージャージー州において、ある対象者

は、自分の犯罪はミーガン法以前のものであ

り、その情報開示は、違憲であると主張した。

彼は、1974年に少年への性的虐待で31年の

刑となり、更に２年後殺人罪で20年加算され

た。しかし、79年、ヴァージニア州に引き渡

され、89年に保護監察という形で出所した。

そして、95年にランク３に評価され、全ての
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公立の学校、施設および近所の住民に情報を

開示することが決定され、異議申し立てして、

法廷にまて持ち込んだが、法廷は、ランク3

が妥当、学校やデーケアセンターへの開示、

及び近所の住民への開示は妥当であると判断、

州最高裁まで持ち込んだが、結局、妥当とい

う命令が出された。（2）

裁判所としても、前例のない事態であるの

で、かなり判断に迷ったようだが、結局、不

当な処罰であるかどうかを問題とし、潜在的

ではあるが、現実的な危険が存在する以上、

性犯罪者に対する住民の対策は、当然であり、

それを行政として援助することは、「処罰」

ではない、という判断を下している。

正確にいうと、３つの立場があるようだ。

第一に、情報開示そのものは処罰ではなく、

それによって、個人を不当に差別することに

なったら、その差別を取り締まったり、罰し

たりすればよい、ということであろう。

第二に、たとえ処罰的な要素があったとし

ても、措置自体が、治療的な内容があるとす

れば、全体としてミーガン法は擁護されるべ

きだ、とするものである。処罰には違いない

が、そのことの矯正性を認め、処罰性より優

先されるとするものである。

第三に、処罰的な要素があるとしても、公

開裁判や報道においても、犯罪の情報開示は

事実上なされているのであり、プライバシー

侵害や名誉毀損的要素があったとしても、こ

れまでの社会慣習上許される範囲のものであ

る、とする立場である。（3）

ただ、注意すべきは、ハイリスクの情報開

示については、ほとんど限界がなく、情報開

示の影響は、当人にとって実に厳しいものが

あるという指摘であろう。

ミーガン法は、基本的に「社会防衛」の立

場から成り立っている。従って、個人の人権

が抑圧されても、それは無視されないまでも、

軽視されざるをえない。

単なる情報開示から、個人に行動を追跡可

能にするチップを埋め込むなどのやり方も、

考慮されており、日本の江戸時代に、犯罪者

に焼き印を押して、外見的に犯罪者であるこ

とを示すことに近い方法も将来とられるかも

知れない。

この場合、社会防衛的措置の結果、性犯罪

者をめぐって生じるトラブルが、その措置の

結果回避されるトラブルとのバランスが、問

題となると思われる。

さて、以上のように、ミーガン法に基づく

情報開示は、刑罰ではないという前提に立つ

ことで、事後法の適用と二重の刑罰の禁止と

いう、修正条項への違反はないと、司法当局

は現在のところ考えている。憲法の修正条項

に違反すると判決した裁判所は今のところ存

在しないようだ。

さて、刑罰ではないにしても、行政処分で

ある以上、適正手続に抵触する可能性がある。

しかし、連邦のミーガン法には、手続規定

はないが、実際の法当局が、情報開示する場

合の手続は、本人のヒヤリングや異議申し立

て権も含めて、具体的に規定されており、こ

の点については、問題が少ないと考えられる。

さて、次の問題として、指摘する必要があ

るのは、性犯罪者に対して禁止されている内

容の検討であろう。

これも社会防衛論的な観点から出てくるの

であるが、ハイリスクの性犯罪者は、未成年

者に話しかけることが禁止されており、実際

に、話しかけただけで、懲役刑に処せられて

いる。

更に、ハイリスクの性犯罪者を地域から追

い出すために、意図的に未成年者を近づけ、

話しかけさせて、逮捕するようなやり方も、

ミーガン法反対者からは報告されている。

Ⅴ 情報開示の方法
ミーガン法の特質は、性犯罪者の情報を住

民に提供することにある。しかし、提供の仕

方は、州、市によって相違がある。また、試

行錯誤で方法が選択されていることも事実で

あり、実際に、インターネットのホームペー

ジでの開示が途中で変更されている事例など

もある。

ミーガン法の研究



― 42 ―

例えば、アーカンサス市の情報開示は、ホー

ムページも使用している。 ARKANSAS

COMMUNITY NOTIFICATION と題す

るホームページで、1999年４月26日にアクセ

スしたときには、11人の一覧表があり、（リ

スクが２と３）それぞれの人物毎に、氏名、

危険度、住所、身長・体重、生年月日、犯罪

内容、地域への報告日時が記され、大きな写

真が掲載されていた。

しかし、写真入りの個人ページはその後削

除された。（1）

これは、情報開示が行き過ぎであったと考

えられたからであろう。情報開示の範囲が

「近隣」という制限がある場合がある。

具体的な開示方法をみておこう。

ミーガン法に近い法律を、もっとも早く制

定して運用してきたのは、カリフェルニア州

である。ミーガン法が制定されたときに、既

に50年の歴史があったが、住民への開示はせ

ず、単に登録を義務付けていただけだった。

（2）ミーガン法の成立をきっかけに、カリフォ

ルニアでも、開示をすることになったのであ

る。

カリフォルニアでは、刑務所から出て、5

労働日以内に登録、毎年誕生日から5労働日

以内に登録する義務があり、他の地域から移

住した場合も同様である。登録しないと重罪

を課せられる。

公開の対象とするのは、high risk と

serious であり、その他はしない。公開対象

は、64000人となっている。。

1999年段階で、78000人が該当している。

（3）

カリファルニアでは、ミーガン法では不十

分であるとして、大学のキャンパス警察への

登録も義務付けている。

開示の方法は、まず、CD-ROM による配

布である。

そして、電話や直接警察に来ての問い合わ

せである。（4）

1994年の児童保護法（child protection

act（Assembly Bill 2500）） が制定され、

電話サービスが設置された。900の回線によ

る電話サービスで、性犯罪者の情報を流すわ

けである。その年には、4700人の子どもへ情

報提供を行った。（5）電話は、The Child

Molester Identification Line（CMIL）と呼

ばれ、95年７月３日から、96年12月13日まで

の間に、7156本の電話、1585の文書問い合わ

せがあり、そのなかで、702件が、性犯罪者

の登録データと一致した。一致率は８％であっ

た。その702件については、57000人以上の子

どもが接していた。

また、ハイリスクの人物の名前と写真を掲

載した名簿を、警察で閲覧可能にした。

97年の１年間に、24000人がCD-ROMを検

索し、12％が知人を見つけた。そして、電話

では、7845人がサーチ、421人を見つけてい

る。

この報告は、多くの場合、危機が回避され

た、例えば、ベビーシッターとして雇ってい

たなどである、と結論付けられている。（2）

Ⅵ 地域への影響
地域に対して抱くイメージは、基本的に

「住民の協力しあう人間関係」であろう。し

かし、ミーガン法は、最初から協力しあえな

い人間の発見、自覚を目的としているから、

さまざまな弊害がある。

最も極端な事例としては、ミーガン法に似

た法を実施しているイギリスで、1997年２月

に、小児性愛者（pedophile）の住む家に住

民が放火し、中にいた子どもが死亡した事件

がある。（1）

これは例外的事例であるとしても、家族も

含めて、地域住民に嫌がらせを受ける事例や、

家を借りられない、つまり実質的に居住でき

ない事例は、あちこちで起きている。

インターネット上では、そうした「被害」

を受けている側から、告発するホームページ

が多数ある。いくつか紹介しよう。

「被害」は、法が規定する以上の過剰な情

報開示、あるいは、法に従った開示であって

も、住民の嫌がらせが生じる場合とがある。
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まずは、過剰な情報開示である。

市の警官が、自分の判断でチラシを撒き、

積極的に登録された性犯罪者を追い出す運動

をしている事例である。（2）

更に、わざわざ子どもを近づけて、有罪に

しようとしている、と告発するものもある。

（3）

これは、登録された性犯罪者は、子どもに

話しかけることが禁じられ、もし話しかけた

ら、逮捕・有罪になることが規定されている

ことが多いからである。実際に、意図的でな

くても、子どもに話しかけて逮捕された事例

も、起きている。

こうした中で、警官のチラシで指名手配扱

いされ、自殺したと告発するものは、極めて

強い調子でミーガン法を非難している。（4）

そうした登録された性犯罪者から見ると、

警察当局は、法で禁止されている嫌がらせを

やっても、住民の支持を受けやすく、また、

事実を秘匿しやすいので、何をやっても罰せ

られることはなく、住民の保護のためではな

く、wanna-be-heros を生むために活用され

ているというわけである。（5）

ニュージャージー州では、1996年段階で、

135名のランク２、３の登録者が開示されて

いたが、登録内容が間違っていた人に対する

暴力が一件、嫌がらせが4件、登録者の母親

の車へのいたずらが1件報告されている。ま

た、ワシントンでは、90年から93年にかけて、

176名の登録者に対して、14名が嫌がらせを

受けている。

全体として、住居を見つけることが困難に

なる、職を探すことが困難になる、雇用主の

方で、雇ってもいいと考えても雇いにくくな

る、という傾向が指摘されている。（6）

もちろん、こうした否定的な報告よりは、

ずっと肯定的な報告の方が多い。当然、司法

当局からの報告では、実害を防いだとされる

事例が多数報告されている。

ミーガン法以前は、たとえ、リトルリーグ

のコーチが性犯罪者であっても、それを知ら

せることはできなかった。それが、96年10月

１日以後、名前、写真、犯罪などを知らせる

ことができるようになった。そのために、サ

クラメントでは、プールで子どもと遊んでい

る男が、猥褻行為で有罪だったので、親たち

に知らせた。また、男は登録していなかった

ので、６年の刑を受けた。サンベルナディオ

では、ハイリスクの男が、リトルリーグに関

わっていた。登録してなかったので、同様に

実刑を受けた。

学校から帰宅途中の女の子が、車の男に誘

われたが、チラシの男だと分かったので断り、

後で確認された。男は逮捕されたという事例

も報告されている。この事例は、事実とすれ

ば、ミーガン法の大きな成果と言えるであろ

う。

ピザの配達やさん、学校のボランティア等

の事例もある。（7）

こうした事態を踏まえて、賛否両論をみて

おこう。ミーガン法に対する批判的な人が開

いているホームページの掲示板であるが、賛

成論も多数掲示されているので、スティーブ

ン・マーチン・コーエン（Steven Martin

Cohen）のホームページでの議論を見ておこ

う。

反対論の多くが、性犯罪者の再生の機会を

奪うという理由である。（8）そして、90％が

再生しないというのはおかしい、きちんとし

た治療プログラムを受けた者は、５％のみが

再生しておらず、ミーガン法よりも、そうし

た治療プログラムを受けさせることの方が大

切である。（9）

また、反対論の有力なものは、家族などの

本人以外の者が被害を受けるという理由であ

る。（puzzledenon f）そして、15歳のときに

レイプして22カ月の刑期を終えていた自分の

婚約者が、ミーガン法の対象者になって、大

げさにチラシなどで中傷されたという意見も

ある。（10）

これに対して、ミーガン法の賛成者は、基

本的に自分の子どもを守る立場、そして、社

会を守る立場からである。「90％の者が再犯

するのならば、過去のデータを知り得ること
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は、住民にとって望ましいことであり、他の

方法がない内は、ミーガン法は必要だ」（11）

「ミーガン法に反対し、近所に性犯罪者が住

んでいても気にならないという人がいたら、

子どもがいないのだろう。」（12）

また、反対論として、実効性がないことを

あげる者もいる。性犯罪の多くは、家族、友

人、隣人によって実行されており、新しく移

住した人によるものは少ないのであるから、

移住者を登録、情報開示しても、リアリティ

がない、というのである。（13）この認識は、

なぜ、ミーガン法が制定されたかというと、

それは政治家の都合であるという批判もある。

暴力犯は1980年から92年にかけて、48.2％の

再犯から、28.5％に減少しているのに、ドラッ

グ関係は、6.8％から30.5％へと上昇している。

ミーガン法の方向が、現実に求められている

のではないとする。（14）

注
Ⅱ

１ Scott Matson, "Megan's Law A Review of

State and Federal Legislation" 1997.10 p３

２ op.cit p4

３ op.cti p4

４ 'Case Driving 'Megan's Law' Results in

Murder Conviction Jury to Decide' Washington

Post 1997.５.31

５ Lisa L. Colangelo 'The Home News & Tribune

'97.５.10

６ Lisa L. Colangelo 'The Home News & Tribune

'97.５.31

７ Greg Trevor 'The Home News & Tribune '97.

５.13

８ Lisa L. Colangelo 'The Home News & Tribune

'97.５.10

９ Peter Verniero, Charles R. Buckley, James

Mosley, "United States Court of Appeals for

the third Curcuit" vol1 1997.８.20 p７

10 op. cit. p８

11 Scott Matson op. cit. pi

12 'Case Driving 'Megan's Law' Results in

Murder Conviction Jury to Decide' Washington

Post 1997. 5. 31 'N. J. Megan's Law is back in

effect' Washington Post 1996.４.14）

13 'National 'Megan's Law' is approved in House'

Washington Post 1996.５.８

Ⅲ

１ P.Verniero op.cit. p10

２ http://www.westdeptford.com/wdpdmeg.htm

３ P.Verniero op.cit. p11-13

４ P.Verniero op.cit. p17

５ P.Verniero op.cit. p22

６ 'Sex Offender Law Upheld' Washington Post

1995.２.26 'Judge Negates Sex Offender Law'

Washington Post 1995.３.１

Ⅳ

１ アメリカの憲法には以下のような規定がある。

修正第五条 何人も、 大陪審員の申告または起訴

によるのでなければ、 死刑または破廉恥の責を負わ

されることはない。 ただし、 陸海軍軍隊、 または

戦時もしくは公共の危険に際し、 現に服役している

民兵のあいだに起った事件については、 このかぎり

ではない。 何人も同一の犯罪について、 重ねて生

命身体危険に臨ましめられることはない。 何人も、

いかなる刑事事件においても、 自己に不利益な供

述を強要されない。 また、 正当な法の手続によら

なければ、 その生命、 自由または財産を奪われな

い。 また正当な賠償なしには、 私有財産を、 公共

の用途のために、 徴収されない。

修正第七条 普通法条の訴追において、 係争の金額

が20ドルを超えるときは、 常に陪審員による裁判の

権利は認められなければならない。 陪審員によって

審理された事実は、 普通法の規則による以外は、

合衆国のいずれの裁判所でも再審されることはない。

修正第八条 過大な額の保釈金を要求し、 または過

重な罰金を科することはできない。 また、 残虐で

異常な刑罰を科してはならない。

修正第一四条第一節 合衆国において出生し、 また

は帰化し、 その管轄権に服するすべての人は、 合

衆国およびその居住する州の市民である。 何州も合

衆国市民の特権または免除を侵す法律を制定し、 ま

たは施行してはならない。 また、 何州といえども、

正当な法の手続によらないで、 何人からも生命、

自由または財産を奪ってはならない。 また、 その

管轄内にある何人に対しても、 法律の平等なる保護

を拒んではならない。（高木八尺他編 『人権宣言集』

『人間科学研究』文教大学人間科学部 第21号 1999年 太田 和敬
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岩波文庫 p120－124

法律的な批判は、 MIchele L. Earl-Hubbard

'The Child Sex Offender Registration Laws :

The Punishment, Liberty Deprivation, and

Unintended Results Associated with the Scarlet

Letter Laws of the 1990s' "Northwestern

University Law Review" vol90. No2 1996

2 P.Verniero op.cit. p20

3 P.Verniero op.cit. p35-48

Ⅴ

１ http://www.hsnp.com/megan

２ 'California's Megan's Law--the first year' http:

//caag.state. ca. us/megan/firstyr.htm

３ 'Fifty years of Sex Offender Regist-ration'

http://caag.state.ca.us/megan/fifty.htm

４ 'Lifting the Shroud of Secrecy' http://caag.

state. ca. us /megan/meganrpt.htm

５ 電話１回で、 ２名までの検索で費用は10ドルであ

る。 検索の場合には、 理由を述べ、 検索してもら

い、 検索対象は、 名前、 生年月日、 住所、 社会

保障番号、 運転免許番号目の色、 毛の色、 背丈、

体重、 民族、 傷跡などである。 'The first step:

Beginning to Inform the Public' http: // caag.

state. ca.us/megan/setp.htm

Ⅵ

１ Scott Matson "Megan's Law A Review of State

and Federal Legislation" 1997 . 10

２ 'Sonoma County cedes Justice to vigilante'

http://www.freestone.com/meganslaw.html

３ 'The Press Democrat goes to Parolee Hunting

with Local Law Enforcement' http://www.

freestone. com/meganspdphoto.html

４ 'Megan's Law reveals another Victim'

htt:p//www.freestone.com/megans 98 law.html

５ 'Megan's Law enables MEGA criminals' http:

//angelfier.com/id/vista/felony.html

６ P.Veniero op.cit. p24

７ 'Results:Safer Communities' http://caag.state.

ca.us/megan/results.htm

８ Steven Martin Cohen 'Megan's Law: Admission

of Failure' http://www.pessedoff/cig-pissefoff/

hn/get/forums/megan.html

９ bannaj2@aol.com 'I agree' http://www.pessed

off/cig-pissefoff/hn/get/forums/5html

10 Cathy 'Megan's Law or the Scarlet Letter'

http : // www . pessedoff / cig-pissefoff/hn/get

/forums/16html

11 Sarah Samis 'I agree to a certain extent' http

://www.pessedoff/cig-pissefoff/hn/get/forums

/1html

12 dddiane@wsbnet.com 'Untitled' http://www.

pessedoff/cig-pissefoff/hn/get/forums/6html

13 Lauren Whitmore 'Megan's Law was a rushed

piece of legislationNT' http://www. pessedoff

/cig-pissefoff/hn/get/forums/megan/9/1html

14 The Libertaian Party 'Lebertarians ask : Will

Megan's Law protect politicians -- or our children?'

http : // www. lp. org / rel / 970829 - Megan. html

ワシントンでは、ミーガン法が発行したが、４週間

で、誰も登録がなされず、行政当局も、そんな法は知

らないと述べていたとされる。こうした実効性の弱さ

は、予算措置が十分になされていないことも原因であ

るとされる。'Megan's Law Others Languish in

D.C.' Washington Post 1997.６.30

ミーガン法の研究


